
附属明細書
固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 3¶309¶219 3¶297¶798 0 6¶607¶017 837¶403 235¶897 0 5¶769¶614

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

構 築 物 4¶598¶790 945¶000 0 5¶543¶790 720¶957 383¶107 0 4¶822¶833

工 具 器 具 備 品 354¶406¶610 50¶993¶786 0 405¶400¶396 294¶220¶411 56¶331¶398 0 111¶179¶985

計 362¶314¶619 55¶236¶584 0 417¶551¶203 295¶778¶771 56¶950¶402 0 121¶772¶432

建 物 3¶489¶679¶940 32¶025¶000 1¶226¶287 3¶520¶478¶653 1¶323¶784¶359 141¶683¶909 0 2¶196¶694¶294

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 構 築 物 443¶028¶487 0 0 443¶028¶487 237¶765¶780 21¶828¶402 0 205¶262¶707

計 3¶932¶708¶427 32¶025¶000 1¶226¶287 3¶963¶507¶140 1¶561¶550¶139 163¶512¶311 0 2¶401¶957¶001

非 償 却 資 産
土 地 3¶960¶000¶000 0 0 3¶960¶000¶000 0 0 0 3¶960¶000¶000

計 3¶960¶000¶000 0 0 3¶960¶000¶000 0 0 0 3¶960¶000¶000

建 物 3¶492¶989¶159 35¶322¶798 1¶226¶287 3¶527¶085¶670 1¶324¶621¶762 141¶919¶806 0 2¶202¶463¶908

構 築 物 447¶627¶277 945¶000 0 448¶572¶277 238¶486¶737 22¶211¶509 0 210¶085¶540

有形固定資産合計 工 具 器 具 備 品 354¶406¶610 50¶993¶786 0 405¶400¶396 294¶220¶411 56¶331¶398 0 111¶179¶985

土 地 3¶960¶000¶000 0 0 3¶960¶000¶000 0 0 0 3¶960¶000¶000

計 8¶255¶023¶046 87¶261¶584 1¶226¶287 8¶341¶058¶343 1¶857¶328¶910 220¶462¶713 0 6¶483¶729¶433

] 金融商品の時価等
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 364¶570 364¶570 －

] 買掛金 139¶764 139¶764 （－）

~ 負債で計上されているものは、（ ）で示しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\ 現金及び預金、] 買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
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a リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
b 消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は税込方式によっております。

２．重要な会計方針の変更
\ 資産除去債務に係る会計処理
当事業年度より、「独立行政法人会計基準」第39資産除去債務に係る会計処理並びに「資産除去
債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。
この結果、財務諸表に与える影響はありません。

] 不要財産に係る国庫納付等に伴う資本金等の減少に係る会計処理
当事業年度より、「独立行政法人会計基準」第98不要財産に係る国庫納付等に伴う資本金等の減
少に係る会計処理を適用しております。
この結果、財務諸表に与える影響はありません。

３．会計処理方法の変更
該当なし

４．重要な債務負担行為
該当なし

５．重要な後発事象
該当なし

６．金融商品の状況に関する事項
当法人は、平成23年３月末現在、投資による運用は行っておりません。
未収金は、印税等であり資金の運用により発生したものではありません。また、有価証券等も保
有しておりません。
７．金融商品に関する事項
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については短期的な預金に限定し、活動資金は事業収入及び運営費交付金
等によりまかなっているため、資金調達はありません。
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